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第 ５ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成25年10月１日(火曜日) 

            午前10時１分開議 

            午前11時59分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 平成25年度熊本県一般会計補

正予算(第３号) 

議案第11号 平成25年度農林水産関係の建

設事業の経費に対する市町村負担金(地

方財政法関係)について 

議案第12号 平成25年度農地海岸保全事業

の経費に対する市町負担金について 

議案第13号 平成25年度県営土地改良事業

の経費に対する市町村負担金について 

報告第26号 公益財団法人熊本県農業公社

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第27号 一般社団法人熊本県野菜価格

安定資金協会の経営状況を説明する書類

の提出について 

報告第28号 公益社団法人熊本県畜産協会

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第29号 社団法人熊本県生乳検査協会

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第30号 公益社団法人熊本県林業公社

の経営状況を説明する書類の提出につい

て 

報告第31号 公益社団法人熊本県林業従事

者育成基金の経営状況を説明する書類の

提出について 

報告第32号 公益財団法人くまもと里海づ

くり協会の経営状況を説明する書類の提

出について 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 
①国営川辺川土地改良事業(利水事業)に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 緒 方 勇 二 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 前 川   收 

        委  員  吉 永 和 世 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 泉   広 幸 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 梅 本   茂 

政策審議監 豊 田 祐 一 

経営局長 濱 田 義 之 

生産局長 渡 辺 弘 道 

農村振興局長 大 石 二 郎 

森林局長 岡 部 清 志 

水産局長 鎌 賀 泰 文 

農林水産政策課長 田 中 純 二 

団体支援課長 山 口 洋 一 

      首席審議員兼        

農地・農業振興課長 船 越 宏 樹 

担い手・企業参入支援課長 國 武 愼一郎 

流通企画課長 西 山 英 樹 

むらづくり課長 潮 崎 昭 二 

農業技術課長 松 尾 栄 喜 

農産課長 山 中 典 和 

園芸課長 古 場 潤 一 
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畜産課長 矢 野 利 彦 

首席審議員兼農村計画課長 荻 野 憲 一 

技術管理課長 緒 方 秀 一 

    農地整備課長 小 栁 倫太郎 

森林整備課長 長﨑屋 圭 太 

林業振興課長 小 宮   康 

森林保全課長 本 田 良 三 

水産振興課長 平 岡 政 宏 

漁港漁場整備課長 原 田 高 臣 

全国豊 

かな海づくり大会推進課長 平 山   泉 

農業研究センター所長 麻 生 秀 則 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 松 尾 伸 明 

   政務調査課課長補佐 板 橋 徳 明 

――――――――――――――― 

 午前10時１分開議 

○田代国広委員長 おはようございます。 

 それでは、ただいまから第５回農林水産常

任委員会を開会いたします。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、梅本農林水産部長から総括説明

を行い、続いて担当課長から順次説明をお願

いします。 

 

○梅本農林水産部長 おはようございます。

大変お世話になっております。 

 今回御提案しております議案等の概要につ

きまして御説明を申し上げます。 

 平成25年度の一般会計補正予算と市町村負

担金関係３件及び報告事項の７件でございま

す。 

 初めに、補正予算につきましては、総額８

億円余の増額補正としておりまして、補正後

の農林水産部の一般会計と特別会計の予算総

額は703億円余となっております。 

 補正予算の主な内容でございますけれど

も、農産物に関する研究機能の強化と企業、

農業者等からの相談窓口を備えたフードバレ

ーアグリビジネスセンターの新設整備を初め

といたしまして、プレミアムデコポンと言っ

ておりますけれども、加温デコポンの糖度を

上げる高糖度化の生産に向けた研究施設、そ

れから、阿蘇地域の放牧頭数の増加、草原再

生につなげていくための研究施設の整備に要

する経費等を計上しております。 

 加えて、世界農業遺産の認定効果を発揮さ

せる取り組みの推進に要する経費などを計上

させていただいております。 

 次に、市町村負担金関係といたしまして、

平成25年度に県が実施する農林水産関係の建

設事業に要する経費の一部について、受益市

町村の負担率を定めるための３つの議案を提

案させていただいております。 

 続きまして、報告事項といたしましては、

県が出資等を行っている７つの法人の経営状

況を御報告いたします。 

 以上が議案等の概要でございますけれど

も、詳細につきましては、それぞれの担当課

長から説明をさせますので、よろしく御審議

のほどお願いいたします。 

 また、その他報告事項といたしまして、国

営川辺川土地改良事業の 近の状況等につい

て御報告させていただきます。 

 以上、どうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○田中農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 お手元に配付しております説明資料は、平

成25年９月議会農林水産常任委員会説明資料

(予算関係及び条例等関係)が１つでございま

す。同じく、その他報告資料がもう１つでご
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ざいます｡そのほか、県が出資等を行う７つ

の法人の経営状況説明資料を配付しておりま

す。 

 まず初めに、農林水産常任委員会説明資料

(予算関係及び条例等関係)をごらんくださ

い。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 平成25年度９月補正予算総括表でございま

す。 

 農林水産部関係では、一般会計分８億円余

の増額補正で、一般会計の補正後の合計は69

5億円余、特別会計等合わせまして703億円余

となっております。 

 次に、農林水産政策課分を御説明いたしま

す。 

 資料２ページをお願いいたします。 

 農業総務費で１億2,400万円余の増額補正

をお願いいたしております。 

 上段の説明欄、世界農業遺産推進事業でご

ざいます。 

 世界農業遺産に認定された阿蘇地域におい

て、農産物の付加価値の向上や観光客の増加

など、認定効果を発揮させる取り組みの推進

に要する経費として1,190万円余を計上いた

しております。 

 下段は、フードバレーアグリビジネスセン

ター整備事業でございます。 

 県南フードバレー構想に掲げる食関連の試

験研究機能強化を図るためのフードバレーア

グリビジネスセンターの新設整備に向けた実

施設計及び小型複合環境制御施設の整備に要

する経費、１億1,300万円余でございます。 

 続きまして、ページ飛びまして13ページを

お願いいたします。 

 13ページの議案第11号から17ページの議案

第13号までは、いずれも平成25年度の農林水

産関係建設事業につきまして、受益市町村が

負担する経費の負担率を定めるものでござい

ます。 

 県が行う建設事業につきましては、法律

上、その経費について受益市町村に負担させ

ることができることとされております。この

負担率を定めるに当たりましては、受益市町

村の意見を聞いた上で、県議会の議決を経て

定めることになっております。 

 議案につきましては、根拠法令ごとに、13

ページの議案第11号が地方財政法関係、15ペ

ージの議案第12号が海岸法関係、16ページの

議案第13号が土地改良法関係のものとなって

おります。各事業の負担割合は、国のガイド

ライン等により設定したもので、受益市町村

の同意を得たものでございます。 

 続きまして、18ページをお願いいたしま

す。 

 ここから24ページまでは、県が一定割合の

出資または債務負担を行っている７つの法人

についての経営状況の報告でございます。 

 なお、これらの法人のほかに、決算時期の

関係から２月議会で御報告するものがござい

ます。詳細につきましては、それぞれ担当課

から説明させていただきます。 

 農林水産政策課関係は以上でございます。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 まず、農業総務費の国庫支出金の返納金で

ございますけれども、414万円余りの増額補

正をお願いしております。 

 説明欄にありますように、３つの国庫返納

金でございます。１つ目が、農地流動化推進

事業国庫返納金でございます。これは県の農

業公社とかＪＡが行います売買とか貸借など

の流動化に係ります補助金の確定によります

返納金でございます。２つ目は、農業委員会

の振興助成費の国庫返納金でございます。３

つ目が、市町村のほうで行っております人・

農地プランの事務費の返納分でございます。 

 続きまして、18ページをお願いしたいと思

います。 
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 18ページが、報告第26号公益財団法人熊本

県農業公社の経営状況を説明する書類の提出

についてでございます。内容につきまして

は、複数の課にまたがりますので、一応農

地・農業振興課のほうから御説明いたしま

す。 

 お手元のほうの冊子に、公益財団法人熊本

県農業公社の経営状況を説明する書類という

のがございます。冊子になっております。農

業公社分でございます。 

 説明の方は簡潔にということで、まずペー

ジをめくってもらいまして、目次の次のペー

ジをちょっと見ていただければと思います。 

 熊本県農業公社の平成24年度の決算概要で

ございます。 

 農業公社がスタートしましたのが昭和46年

でございまして、現在、農地売買の仲介でご

ざいますとか、昨年から農地の貸借と、それ

と畜産の基盤整備事業、それと新規就農支援

事業等を行っております。昨年度からは公益

財団法人に移行しまして、名称は公益財団法

人熊本県農業公社となっております。職員数

は、非常勤を合わせまして全体で46名でござ

います。基本金のほうが全体で８億3,748万

円でございます。県の出資の比率ですが、6

6.2％でございます。 

 決算の概要でございます。 

 このページの一番下のほうに書いてござい

ますが、上から２段目の経常収益でございま

すが、これは県の場合の単年度会計の歳入に

当たるものでございます。それと、経常費用

が歳出でございます。３つの会計から成って

おりまして、公益目的事業会計、この中に売

買とか貸借が入っております。次に、収益事

業等会計でございますが、これは農業公園の

ほうは県のほうから管理受託しておりますそ

の費用でございます。法人会計と申しますの

が、全体の管理に係ります事業でございま

す。トータルで、当該年度マイナスの607万

1,000円となっております。 

 しかしながら、上から７段目ぐらいなんで

すが、一般正味財産期首残高でございます。

これが公社のこれまでの積み上げした蓄えで

ございまして、それと相殺しますと、一応黒

字というふうになっております。トータル

で、年度末の３月31日でございますが、正味

基本財産のほうが全体で９億9,719万円余と

なっております。 

 次のページをお願いしたいと思います。全

体の事業の概要でございます。 

 １つ目が、農地の保有合理化事業、これは

農地に関する売買でございますとか、貸借の

ことをやっております。買い入れ実績のほう

が、昨年、広域大水害でございますとか、特

にたばこ関係の買い入れが非常に少のうござ

いまして、買い入れ面積が86ヘクタールとな

っております。しかしながら、これは一応全

国でもトップクラスで、北海道と青森に次ぐ

ものとなっております。 

 次が、畜産の公共事業というのがございま

す。畜産公共事業につきましては、熊本県南

部の２地区について行っているところでござ

います。 

 ３つ目が、就農支援事業でございます。各

地域に就農支援のアドバイザー11名を配置し

まして、いろんな相談に応じております。全

体で昨年度で662件程度の相談があっており

まして、相当の実績を上げているところでご

ざいます。 

 後でございますが、農業公園の管理運営

事業でございます。 

 県農業公園の指定管理者でございまして、

指定等の管理運営を受託しております。管理

費は全体で１億4,500万円でございます。平

成24年度の入園者数が、対前年比で8.8％増

の47万人となっております。 

 このうち、公社らしい取り組みと申します

か、体験農園でございますとか、石窯の体験

につきましては、非常に子供たち、一応増加

しております。全体で年間8,400人の参加と
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なっております。 

 以上が公益財団法人熊本県農業公社の経営

状況でございます。よろしくお願いします。 

 

○潮崎むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 説明資料の４ページをお願いいたします。 

 国庫支出金返納金で、補正額は87万9,000

円でございます。 

 説明欄に記載のとおり、１つには、環境保

全型農業直接支払推進事業交付金の返還でご

ざいます。事業費の確定によりまして、事務

費の経費節減による執行残11万5,000円を、

山鹿市から県を通して国に返納するものでご

ざいます。 

 もう一つは、鳥獣被害防止総合対策交付金

の返還です。事業費の確定によりまして、イ

ノシシや鹿の侵入防止柵の導入に係る入札残

などの執行残76万4,000円を、多良木町及び

山江村から県を通して国に返納するものでご

ざいます。 

 むらづくり課は以上でございます。 

 

○山中農産課長 農産課でございます。 

 資料５ページをお願いいたします。 

 農作物対策費の国庫支出金返納金といたし

まして、40万2,000円の補正をお願いいたし

ております。 

 これは右側説明欄に記載しておりますとお

り、平成24年度に実施されました国の戸別所

得補償制度につきまして、制度の推進のため

の事業費が確定したことによる国庫支出金の

返納でございます。 

 戸別所得補償制度につきましては、県段

階、それから地域段階に置かれました農業再

生協議会で、制度の周知あるいは現地確認等

の一連の事務を行っておりますが、それに要

します事務費としまして国から１億8,000万

余の交付金が交付されておりますけれども、

一部の協議会におきまして、事務処理に要し

た経費が交付された額を下回りましたので、

今回返還するものでございます。 

 農産課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○古場園芸課長 園芸課でございます。 

 資料６ページでございます。 

 「プレミアムデコポン」生産システム確立

事業でございます。 

 この事業は、12月のお歳暮用に出荷します

加温デコポンにつきまして、他県産を圧倒す

る超高糖度の果実を生産する技術を開発する

ため、果樹研究所内に温度、土壌水分等の複

合環境を制御できる施設を整備するものでご

ざいます。補正額8,000万円でございます。 

 開発した技術をマニュアル化し、現地の農

家に普及することにより、加温デコポンの高

糖度果実生産を実現してまいります。このこ

とにより、熊本デコポンのブランド力の強化

につなげてまいりたいと思っております。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 それから次に、一般社団法人熊本県野菜価

格安定資金協会の経営状況について説明をい

たします。これにつきましては、別添の経営

状況を説明する書類で説明申し上げたいと思

います。 

 １枚めくっていただきまして、決算概要と

いうのがございますけれども、１、設立の目

的をごらんになっていただきたいと思いま

す。 

 野菜の集団産地の育成と計画的な生産出荷

を期するため、市場における対象野菜の著し

い価格低下があった場合に、生産者に対し補

給金の交付を行うものでございます。 

 ２のこれまでの経緯、白丸３つ目にござい

ますとおり、25年４月１日に一般社団法人へ

移行しております。 

 ５、寄託金でございますけれども、１億2,

397万円で、このうち県の寄託金は6,000万

円、寄託比率48.4％でございます。 
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 平成24年度決算の概要でございますが、貸

借対照表、25年３月31日現在で、正味財産３

億9,434万円余となっております。 

 次のページをお願いいたします。 

 まず、収支決算書でございますけれども、

収入の部合計が8,079万円余となっておりま

す。支出の部でございますけれども、合計12

億8,794万円余となっております。支出が収

入を大幅に上回っているように見えますが、

一般社団法人への移行による会計処理の変更

に伴い、特定野菜等交付準備金引当資産繰入

として、11億6,000万円を支出として計上し

ていることによります。 

 事業実績でございますけれども、１、交付

予約数量(3)交付予約に伴う資金の造成額は1

8億6,794万円余でございまして、これから国

の増成分６億7,647万円余と前年度繰越金11

億7,618万円余を差し引いた額、1,528万円余

を必要額として造成をいたしております。 

 次に、２、補給金の交付実績でございます

が、(1)特定・指定野菜で、農業者の方々に

対して8,684万円、(2)県内需要対応型で46万

円余を交付いたしております。 

 園芸課は以上でございます。 

 

○矢野畜産課長 畜産課でございます。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 草地畜産活性化特別対策事業費といたしま

して、補正額8,123万円余をお願いいたして

おります。 

 これは説明欄に記載のとおり、新規事業と

いたしまして、地域の元気基金を活用し、阿

蘇地域の放牧頭数の増加、草原再生につなげ

ていくための放牧技術の試験研究備品の整備

及び研究棟の整備を行うものでございます。 

 続きまして、20ページをお願いいたしま

す。 

 報告第28号公益社団法人熊本県畜産協会の

経営状況を説明する書類の提出についてでご

ざいます。平成24年度の経営状況について御

説明をいたします。 

 お手元の冊子、経営状況を説明する書類の

中に要約した資料がございますので、その資

料で御説明させていただきます。 

 表紙の裏面に概要がございます。ローマ数

字のⅠの基本情報についてでございますが、

当協会は、畜産経営の安定的発展と畜産振興

に寄与することを目的に、昭和43年３月21日

に設立されており、これまでの経緯、組織、

寄託金につきましては記載のとおりでござい

ます。なお、平成24年４月１日に公益社団法

人に移行をいたしております。 

 ローマ数字のⅡの平成24年度決算の概要に

ついてでございますが、貸借対照表の資産合

計が約64億円となっております。正味財産の

部の指定正味財産額の約56億円につきまして

は、家畜の経営安定対策、肉用子牛生産者補

給金などの生産者積立金として協会が管理を

している基金でございます。 

 次に、ローマ数字のⅢ、事業実績等で個別

の事業実績について御説明をいたします。 

 初に、１、地域振興に資する畜産経営体

の育成、経営支援及び畜産に関する情報の提

供、普及啓発の推進についてでございます。 

 畜産農家に対する経営技術指導や口蹄疫畜

産再生基金事業など、補助事業、委託事業を

実施いたしております。 

 次に、２、国民生活の安全、安心に資する

家畜衛生対策の推進についてでございます。 

 家畜伝染病の発生予防や正常化対策を実施

するとともに、万が一発生した場合の互助基

金制度の推進など、国や県などの補助事業を

活用して家畜衛生対策を推進いたしておりま

す。 

 続きまして、３、国民生活の物価安定に資

する畜産物価格安定対策の推進についてでご

ざいます。 

 肉用牛の生産安定と食肉に係る畜産の健全

な発展を図るため、肉用子牛生産安定等特別

措置法などに基づきまして、国が実施してお
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ります経営安定対策の事業を実施しておりま

す。 

 この経営安定対策には、県内の肉用牛繁殖

農家、肥育農家のほぼ全てが加入しており、

協会は、基金の管理、補塡金の交付業務を担

っております。24年度におきましては、補塡

金として約26億円を交付しております。 

 後に、４、畜産経営の安定に資する家畜

の改良、登録の推進についてでございます。 

 家畜改良のための家畜の登録、登記を実施

いたしております。特に肉用牛の改良につき

ましては、統計的な分析と評価を行い、繁殖

農家等への情報提供を通じて、国や県が推進

しております改良増殖事業に積極的に参画を

いたしております。 

 以上が公益社団法人熊本県畜産協会の経営

状況についての概要でございます。 

 続きまして、21ページをお願いいたしま

す。 

 報告第29号社団法人熊本県生乳検査協会の

経営状況を説明する書類の提出についてでご

ざいます。 

 お手元の冊子、生乳検査協会の経営状況を

説明する書類の中に要約した資料がございま

すので、その資料で御説明させていただきま

す。 

 ローマ数字のⅠの基本情報についてでござ

いますが、当協会は、生乳の品質改善及び取

引の公正化を図るため、平成３年３月12日に

設立されております。 

 これまでの経緯については記載のとおりで

ございますが、当協会は、全国的な広域検査

体制への整備への背景もございまして、平成

19年度から一部検査を九州生乳販連生乳検査

所へ移行し、平成25年３月の理事会及び臨時

総会で全ての検査業務の停止、協会の解散を

行うことを決定し、平成25年３月31日をもっ

て解散をいたしております。 

 解散後、４月１日以降におきまして清算業

務を行ってまいりましたが、本年９月５日に

全ての業務を終えて、清算結了をいたしてお

ります。 

 なお、当協会解散以降の生乳検査業務につ

きましては、全て九州生乳販連の生乳検査所

のほうで行っているところでございます。 

 組織、強化基金につきましては、記載のと

おりでございます。 

 続きまして、ローマ数字のⅡ、平成24年度

決算の概要についてでございます。 

 (1)の貸借対照表の右側、正味財産は約2,5

00万円となっております。 

 次のページに移りまして、(2)の収支計算

書の左側、支出金額は約3,500万円、右側、

収入金額は約7,500万円でございまして、当

期の差し引きは約4,000万円の黒字となって

おります。 

 次に、ローマ数字のⅢ、事業実績でござい

ますが、当協会は、熊本県内で生産されます

原料、農家から出荷される生乳でございます

が、こういったものを検査することによりま

して、生乳の品質改善及び取引の公正化を図

っているものでございます。 

 当協会が実施する主な検査は、検査の種類

のとおりでございます。 

 24年度の実績は、２の検査実績のとおりで

ございまして、合計で約45万件の検査を実施

いたしております。 

 次に、３の乳質改善講習会についてでござ

います。 

 県内の乳質改善の促進及び検査技術の向上

を図るため、生乳検査員及び関係機関の酪農

指導員を対象といたしまして講習会を開催い

たしております。 

 以上が社団法人熊本県生乳検査協会の経営

状況についての説明でございます。 

 畜産課の説明は以上でございます。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課でございま

す。補正予算について御説明いたします。 

 資料の８ページをお願いいたします。 
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 土地改良費で3,200万円の補正をお願いし

ております。 

 まず、小水力発電導入モデル事業です。 

 農業用水を活用した発電施設の普及を推進

するため、平成23年度からモデル事業を実施

しております。今回は、国による定額助成を

活用することにより、国費100％となってお

ります。具体的には、球磨地域の清願寺地区

の基本計画策定、県内でのマスタープランの

策定を行います。 

 次に、稼げる農業をめざす農業用水確保対

策事業です。これは元気交付金を活用した新

規事業です。 

 慢性的な農業用水不足を抱えている地域に

おきまして、水不足を解消し、果樹生産の省

力化と品質向上、農業所得の向上を目的とし

た事業で、本年度は用水確保のためのボーリ

ング調査等を行います。 

 以上、農村計画課といたしましては、補正

額を含めた総額で24億2,000万円余をお願い

しております。御審議のほどよろしくお願い

いたします。 

 

○小栁農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 ９ページをお願いします。 

 土地改良費でございますけれども、２億8,

600万円余を補正計上しております。 

 団体営農業農村整備事業でございますけれ

ども、市町村や土地改良区が実施する農業農

村整備事業に対して補助を行うもので、農業

生産の効率化を図るための基盤整備や老朽化

した農業水利施設の補修、更新などを行うも

のです。 

 本事業は、６月の補正にも計上いたしてお

りましたけれども、今回、６月補正に申請が

間に合わなかった市町村等からの要望に対応

するため、補正を行うものでございます。秋

津地区を含む16地区を予定しております。 

 農地整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いします。 

 

○長﨑屋森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 報告第30号の熊本県林業公社の経営状況に

つきまして説明させていただきます。別冊資

料に基づいて説明させていただきます。 

 目次の次につづっております公益社団法人

熊本県林業公社の平成24年度決算概要につい

てにより御説明させていただきます。 

 Ⅰの基本情報でございます。 

 設立の目的は、環境の保全に配慮した造林

等に関する事業を行うことにより、森林の持

つ公益的機能の維持、増進を図り、林業の活

性化と山村地域の振興及び住民生活環境の向

上に寄与することでございます。 

 これまでの経緯は、昭和36年に五家荘林業

公社として設立されまして、その後、県内一

円を対象とする熊本県林業公社に改組してお

ります。なお、ことしの４月１日に公益社団

法人に移行しております。 

 組織等は、資料に記載のとおりでございま

す。 

 Ⅱの平成24年度決算の概要でございます。 

 まず、(1)の貸借対照表でございます。 

 資産の部の流動資産は、未収金等でござい

ます。固定資産は、ほとんどが山林としての

資産でございまして、約304億円となってお

ります。 

 負債の部の流動負債は、次期返済借入金等

でございます。また、固定負債は、ほとんど

が長期借入金でございまして、流動負債の次

期返済借入金と合わせますと、現在、県から

の借入金が約227億円、日本政策金融公庫か

らの借入金が約77億円となっております。 

 続きまして、(2)の収支計算書でございま

す。 

 支出の部の事業費は、間伐などの造林事業

費等でございます。支払い利息は、日本政策

金融公庫からの借入金に係る支払い利息でご
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ざいます。借入金返済支出は、県及び政策金

融公庫からの借入金の元金償還分でございま

す。これらの支出の合計として７億7,100万

円余となっております。 

 次に、収入の部でございます。 

 事業収入は、主に間伐材等の売り払い収入

及び受託事業収入でございます。収入の大半

は間伐を行った木材を販売する事業でござい

まして、素材生産の収入として約１億300万

円でございます。借入金収入は、県からの長

期借入金でございまして、収入の合計額は８

億8,600万円余となっております。 

 次のページをお願いいたします。 

 (3)の正味財産増減計算書でございます。 

 平成24年度から会計基準を移行したことに

伴いまして、公益目的事業会計、収益事業会

計及び法人会計の３つの会計に区分しており

ます。 

 表の上から３段目、一般正味財産増減の部

の当期経常外増減額にマイナス6,020万円余

を計上しておりますけれども、これはほとん

どが森林資産の減損損失によるものでござい

ます。主伐をするときは、固定資産から流動

資産に移すことになりますけれども、その際

に時価評価を行うこととされておりまして、

時価評価額が固定資産額を下回るときは、そ

の差額を減損損失として計上するというルー

ルになっているものでございます。 

 Ⅲの事業実績等でございます。 

 ２の主要事業の実績でございますけれど

も、現在新規の契約を凍結しておりまして、

新植ゼロ、下刈り、つる切り53ヘクタール、

除間伐141ヘクタール、素材生産153ヘクター

ル等を実施しております。 

 Ⅳの林業公社の経営改善に向けた取り組み

でございます。 

 林業公社につきましては、長期にわたりま

す木材価格の下落、低迷等によりまして、将

来的な収支見通しが大変厳しい状況にござい

ます。 

 このような中、平成20年３月に、県で設置

しました有識者によります熊本県林業公社経

営改善推進委員会から、さらなる追加的な改

善策に 大限取り組むべきであるとの提言を

いただきました｡この提言を踏まえまして、

現在追加的改善策に取り組んでいるところで

ございます。 

 その改善策の１つ目は、長伐期化の推進で

ございます。 

 通常50年生程度で木を伐採するものを、80

年生に延長しまして、公益的機能の維持、増

進に加えまして、間伐を行うときの収入と大

径材の生産による収入の向上を図るというこ

とでございます。平成24年度末までの契約変

更面積は5,095ヘクタールとなっておりま

す。 

 ２つ目の改善策は、分収割合の見直しでご

ざいます。 

 平成20年度に、個人との分収割合の見直し

等を関係機関が連携、協力して取り組むため

に、県、林業公社、関係市町村等で構成する

熊本県美しい森林整備対策協議会を設置しま

して、平成21年度から分収割合の見直しの具

体的な働きかけを行っているところでござい

ます。今後とも、分収契約の見直しについ

て、関係機関と連携しながら進めていく所存

でございます。 

 説明は以上でございます。 

 今後とも、県、公社一体となって、経営改

善に向けて 大限努めてまいるところでござ

います。御理解のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○小宮林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 予算案説明資料の10ページをお願いいたし

ます。 

 林道災害復旧費について、3,216万円の増

額をお願いしております。 
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 これは説明欄に記載しておりますように、

本年７月25日から８月５日までの梅雨前線豪

雨により被災しました林道中央砥用線等の９

路線、12カ所の災害復旧の補助を行うもので

ございます。補正後の課の合計では70億9,81

5万円余となります。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 報告第31号公益財団法人熊本県林業従事者

育成基金の経営状況を説明する書類の提出に

ついてでございます。別冊の経営状況を説明

する書類のほうで御説明いたしたいと思いま

す。 

 １枚目のほうをお開きいただきたいと思い

ます。ページ右の平成24年度決算概要につい

てでございます。 

 まず、１の設立の目的でございますが、当

基金は、林業事業体に直接雇用されている林

業従事者の安定確保と育成を図ることを目的

といたしまして、３の設立年月日に記載して

いますように、平成元年11月30日に設立され

ております。なお、平成24年４月１日から公

益財団法人に移行しております。 

 ２の経緯でございますが、県、市町村等の

出捐により、平成９年度までに32億円を超え

る基金を積み立てて社会保険掛金等の助成を

行い、同年度には、法律に基づき熊本県林業

労働力確保支援センターに指定されておりま

す。 

 ４の組織等についてでございますが、役員

として、評議員７名、理事13名、監事３名、

事務局として９名で業務を執行しておりま

す。 

 次に、５の基本財産でございますが、下か

ら２つ目の表をごらんいただきたいと思いま

す。 

 当基金では、基本財産を運用して事業を実

施してまいりましたが、利子収入の不足など

から、平成12年度と、13、15、22、23、24年

度に基本財産の一部を取り崩しております。

また、基本財産の受け入れでは、平成19、20

年度に民間会社から出捐をいただいており、

現在の基本財産は30億3,793万円となってお

ります。 

 この基本財産の時価評価と評価損益につい

て、上の枠内に記載しておりますので、御説

明いたします。 

 当基金では、基本財産をユーロ債や国債と

いった有価証券として、原則、満期保有目的

債券として保有しておりますが、事業に充て

る利子収入が不足した際に国債の一部を売却

したため、評価方法が会計基準により時価評

価となりまして、24年度末の評価損は、ユー

ロ債及び国債で２億2,622万円余となってお

ります。しかし、両債券が償還される場合

は、元本保証となっておりますので、実際の

基本財産には影響ないものと考えておりま

す。 

 次に、６の基金財産の利子収入につきまし

ては、表に記載していますように、低金利が

続く中にも多くの利息等の収入を得ており、

適正な財産運用がされていると考えておりま

す。 

 裏面のほうをお願いいたします。 

 平成24年度の決算概要について、正味財産

増減計算書で御説明いたします。 

 まず、一般正味財産の増減ですが、当期増

減額がマイナス44万円余となっておりまし

て、期末残高は1,757万円余となっておりま

す。 

 次に、指定正味財産の増減ですが、当期増

減額は１億3,883万円余の増となり、期末残

高は28億1,170万円余となっております。 

 次に、事業実績等でございます。 

 基金は、公益法人として公益目的事業を実

施しておりますが、事業費では２億541万円

余となっております。 

 事業の内容は、下の表に記載していますよ

うに、１の林業労働力確保等に関する事業で

は、退職金共済や社会保険への加入促進対策

として延べ1,384人分の助成を行い、また、
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新規参入者を雇用する事業体への各種の助成

も行っております。 

 ２から６の事業では、国、県の委託補助事

業によりまして、林業未経験者を対象とした

集合研修やＯＪＴ講師養成などの研修を初

め、林業事業体への指導、林業技能競技会開

催などの広報啓発、林業事業体への職業紹介

などの事業を行っております。 

 林業振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 資料の11ページをお願いいたします。 

 栽培事業運営費で1,500万円余の補正をお

願いしております。これは、６月補正で計上

しておりました大矢野種苗生産施設のクルマ

エビ種苗の安定生産のための施設整備に係る

事業の増額補正となります。 

 ６月補正では、施設の実施設計に要する経

費と既存施設の解体に要する経費のうち、平

成25年度施行分のみを要求しておりました

が、整備スケジュールの見直しを行った結

果、既存施設の解体が今年度中に完了する見

込みとなったことから、平成26年度での整備

完了をより確実にするため、来年度当初予算

で計上予定であった解体に要する経費を前倒

しで要求するものでございます。 

 続きまして、24ページをお願いいたしま

す。 

 報告第32号公益財団法人くまもと里海づく

り協会の経営状況を説明する書類の提出につ

いてです。 

 これにつきましては、お手元の冊子の中に

挟み込んであります１枚の資料、公益財団法

人くまもと里海づくり協会の平成24年度決算

概要についてにより御説明をさせていただき

ます。 

 まず第１、基本情報の１、設立の目的で

す。 

 当協会は、水産動植物の種苗の生産及び放

流並びに水産動植物の育成を計画的かつ効率

的に推進する事業を行い、もって県民への水

産物供給の安定と海洋環境の保全に寄与する

ことを目的としております。 

 次に、２、これまでの経緯ですが、昭和59

年７月に、財団法人熊本県栽培漁業協会とし

て設立し、新公益法人制度に基づき、公益財

団法人くまもと里海づくり協会へ平成23年４

月１日に移行しております。 

 次に、４、組織でありますが、役員としま

しては、評議員12名、理事15名、監事３名、

職員が11名で業務を執行しております。 

 次に、５、基本金でありますが、基本財産

は５億9,000万円であり、県からの出捐金１

億9,000万円で、出資比率は32.2％となって

おります。 

 続きまして、第２、平成24年度決算の概

要、正味財産増減計算書です。 

 放流種苗等、生産や配付する公益事業会

計、アユの養殖種苗を生産する収益事業等会

計及び基本財産の運用などを行う法人会計の

３会計区分で運営しております。 

 当期経常増減額は、公益事業会計で94万円

余、収益事業等会計で39万円余、法人会計で

753万円となっており、総合計で887万円余と

なっております。 

 また、当期経常外増減額は、総合計でマイ

ナス418万円余となっておりますので、当期

一般正味財産増減額は、公益事業会計で71万

円余、収益事業等会計で39万円余、法人会計

で358万円余となっており、総合計で468万円

余のプラスとなっております。 

 指定正味財産期末残高を加えますと、一番

下ですが、正味財産期末残高の総合計は７億

8,309万円余となっております。 

 法人会計において、基本財産を社債及びユ

ーロ債等により運営しておりますが、昨年末

以降の株価高、円安の影響で運営益が改善し

ております。今後も３会計区分の合計での適
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正な運営に努められるものと考えておりま

す。 

 裏面をお願いいたします。 

 続きまして、第３、事業実績等の１、里海

づくり事業についてです。 

 まず、(1)里海づくり事業では、マダイ、

ヒラメなど11種類の水産動植物の種苗の生産

及び配付を、県下の市、町、漁協、それから

栽培漁業地域展開協議会等へ行っておりま

す。 

 次に、共同放流事業の推進のため、栽培漁

業地域展開協議会へ負担金を支出するととも

に、事務局を担っております。さらに、種苗

の放流効果の実証のため、魚市場の調査等を

行っております。 

 次に、(2)里海づくり技術開発試験では、

本県を代表するブランド品として期待される

クマモト・オイスターの大量種苗生産の技術

開発試験及びハマグリ種苗の中間育成技術開

発試験を県から受託し実施しております。ま

た、アワビやウニ等を対象とした餌料用海藻

培養試験としまして、ヒジキの人工種つけ技

術の開発等を行っております。 

 次に、(3)里海づくり事業の啓発普及で

は、八代漁協が実施する種苗生産や各漁協に

よるマダイ、ヒラメ等の育成や放流に関しま

して、指導や助言を行っております。また、

小学校等の研修依頼を積極的に受け入れ、種

苗生産等を説明し、里海づくり事業が県民に

広く理解されるよう取り組んでおります。 

 次に、２、その他の事業(収益事業)につい

てですが、内水面養殖業の発展を目的に、ア

ユの養殖用種苗を生産し、配付しておりま

す。 

 水産振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○原田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 補正予算について説明いたします。 

 まず、上段の単県漁港改良事業費でござい

ますが、説明欄にありますとおり、樋合漁港

フィッシャリーナ機能強化対策事業として7,

000万円の増額補正をお願いしております。 

 この事業は、平成９年のオープンから15年

が経過し、老朽化が著しい樋合漁港フィッシ

ャリーナの桟橋を、地域の元気基金を活用し

て改修し、施設利用者の安全性の確保と利便

性の向上を図るものです。 

 次に、下段の水産生産基盤整備事業費でご

ざいますが、こちらは市が施行する漁港整備

等に対する助成を行うものでございまして、

国庫補助額の内示増によります7,355万円の

増額補正をお願いしております。 

 漁港漁場整備課としましては、以上、合わ

せまして１億4,355万円の増額補正をお願い

いたしております。 

 説明は以上でございます。審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 畜産課長、社団法人熊本県生

乳検査協会がことし３月31日で解散なさった

ということで、その後に九州生乳販連に引き

継いだということですけれども、基本財産、

その他の財産はどのように処理されたんです

か。 

 

○矢野畜産課長 畜産課でございます。 

 熊本県のほうの生乳検査協会につきまして

は、全て清算はやってしまったと、業務は全

て九州生乳販連のほうに移行したという形で

ございます。 

 

○前川收委員 ということは、例えば基本財

産で基金を積み上げていたと思いますけれど
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も、それで運用してきたのかな、これは。普

通、こういうやつはそういう形でやっていら

っしゃると思いますけれども、それらは出資

割合に応じて分けた、戻したということです

かね。 

 

○矢野畜産課長 まず、基金でございますけ

れども、基金につきましては取り崩しをいた

しまして――この基金については預かり金と

いう経理処理をしておったわけでございます

けれども、その額に応じてそれぞれ出資して

いた団体に戻したということでございます。 

 残余財産が少し――1,600万円程度でござ

いますけれども、これにつきましては、県の

牛乳協会と酪連という、何といいますか、公

共的な、引き続きその業務関係を担うところ

に戻したという形でございます。 

 

○前川收委員 戻した、生乳販連のほうじゃ

なくて――普通こういうのは出資されたとこ

ろにきちんと分けて、まあ財産を残さないと

いうことが基本だと思いますから、１円も残

されていないと思うんですけれども、今おっ

しゃった、やったわけですか。２つぐらい今

おっしゃった、 後に。牛乳協会とかなんと

かとおっしゃったですね。 

 

○矢野畜産課長 ちょっと説明が悪くて申し

わけございません。 

 基金を除いた残余財産につきましては、先

ほど言いました県牛乳協会というのは、出資

をしていた乳業会社がございますけれども、

それがつくっているメンバーでございます。

それから、熊本県酪連でございますけれど

も、この２つに寄附したということでござい

ます。 

 

○前川收委員 総額で1,600万円ですか。 

 

○矢野畜産課長 寄附については1,600万円

でございます。 

 

○前川收委員 皆さんから見ればちっちゃな

金かもしれませんけれども、1,600万という

のは結構でかいお金だなと思っておりまし

て、酪連とか酪農生産者のほうに、せっかく

少し残っているのであれば、還元できるよう

なことができなかったのかなとちょっと思い

ながら、その財産処理をどうなさったのかと

いうことが気になっておりまして、もともと

生乳検査というのは生乳を検査するわけで、

生乳を出しているのは酪農家が出しているわ

けでしょうから、酪農家のほうに還元できる

方法がなかったのかな。どういう検討をなさ

ったんですか、そこは。 後の処理は。 

 

○矢野畜産課長 基金につきましては、先ほ

ど申し上げましたように、それぞれ出資して

いたところにきちっと返していただいて、あ

と、いろいろ運営の中で出てきた部分につき

まして――1,600万でございますけれども、

これについては、定款の規定に基づきまし

て、関連機関のところに寄附するという規定

でございました。引き続き、牛乳生産と、そ

れからそういう生乳検査関係について、その

機能を担う県牛乳協会と県酪連のほうに寄附

したという形でございます。 

 

○前川收委員 わかりました。 

 

○田代国広委員長 事業を通じて還元すると

いう形で理解すればいいんですか。 

 

○矢野畜産課長 はい、そういうことで…

…。 

 

○前川收委員 それは生金でしょう、寄附だ

から。事業じゃないでしょう。それは現金で

しょう。 
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○矢野畜産課長 はい、そういうことです。 

 

○前川收委員 事業じゃないですよ、これで

残った金だから。現金で寄附してあるはずで

すよ、事業還元じゃなくて。でしょう。 

 

○矢野畜産課長 はい、現金でございます。 

 

○前川收委員 わかりました。珍しいです

ね、これは。 

 

○村上寅美委員 船越君、農振の問題ですけ

ど、太陽光をするのに、市町村から申請が―

―42円から今37円幾らに落ちとるね。42円の

とき申請をして、そして、国はどこだった

か、国交省ですか。 

 

○船越農地・農業振興課長 経済産業省。 

 

○村上寅美委員 経済産業省のもう証明がお

りているわけね。証明がおりているわけよ。

これはびっくりした。だから、市町村は、あ

あいうのを経済産業省に申請するとき、県は

通じないの。直接やるの。 

 

○船越農地・農業振興課長 経産省のほうで

直接やっております。 

 先ほどありました、ことし３月末までです

か、一応42円ですね、時間単価でということ

で。キロワット当たりなんですが。これが、

４月になりまして37円80銭ぐらいになったか

と思うんですけれども、そのとき、３月末ま

で42円で経済産業省のほうに接続認可をとっ

ております。これは相当数出ているようなん

ですけれども、その状態で仮に今月、例えば

農地転用とかオーケーになりまして運用した

場合は、一応42円で買い取ってもらえるとい

うような制度でございます。 

 

○村上寅美委員 わかった。説明の前に、市

町村を通しているんですか。通さなくて、経

済産業省や九電に直接ですかということで…

…。 

 

○船越農地・農業振興課長 市町村は一応通

さずに、いろんな個人とか企業が直接やって

おります。 

 

○村上寅美委員 それで、認可がおりとるわ

けたいね。ところが、おりているけど、県を

通っとらぬから、県のほうの農振で引っかか

っとるわけたいね。引っかかった。そういう

のが幾つか来とるはずだ。 

 だから、ちょっとこれは、まあ事件性じゃ

ないけど、結局認可がおりとるから、うちは

もうせぬからとかなんとかで譲渡するとか、

名義変更で譲渡する、いろんな問題があっ

て、ところが、九電と経産省の認可はおりと

るけど、県の認可がおりとらぬということ

は、農振除外がでけとらぬわけたい。農振除

外ができとらぬ段階でおりとるわけたいね。

そうでしょうが。これは俺は問題だと思うん

だよな。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地法とか農振

法に限りませず、例えば都市計画法とかいろ

んな法律あたり、一応条件づけして――後か

らわかってくるというのが多うございます。 

 

○村上寅美委員 そういうことだから、俺は

資料も見たからね。資料を見て、おりとると

言うものだから、ところが、本人は、もう諸

般の事情でやらないからといって誰かに振ろ

うとしとるわけたいね。そうすると、飛びつ

くたい、それはもう認可がおりとるもんだか

ら。ところが、県を通じとらぬから、要は都

市計画法とか農振法をパスしとらぬわけた

い。だから、できないことになるわけたい

ね。できないものを国と九電はおろしている

と。このひずみはやっぱり整理をしなきゃ、
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これは事件性にも発展するし、非常に不合理

だと僕は思うけどね。どうですか、部長。現

実よ。 

 

○梅本農林水産部長 実態的には、今委員が

御指摘のような矛盾といいますか、先にもう

認可がおりて、実際は法律の許認可が後にな

っているという実態がございます。 

 そこは、私どもとしては、農振と転用の基

準をきちっと踏まえて、農地を守る視点、そ

れから、転用の基準に沿って判断をして、で

きるだけ急ぐということはありますけれども

…… 

 

○村上寅美委員 ちょっと待ってくれ。だけ

ん、今そういう事情だろうということはわか

るけど、現状でそれをやっていることがどう

なのかということを俺が聞きたいのは、九電

と経産省が42円でおりとるもんだから、そし

て事業ができないわけたい。だけん、これは

鶏が先か卵が先かどっちかわからぬけど、一

巡でちゃんとやっていかないと問題じゃない

かなと思うけどな。その点をどうですかと聞

きよるわけたい。 

 今やっていることは、それは何も法律違反

でもないし、県は都計法と農振法でちゃんと

粛々とやりますからと。それは、パスしとら

ずに経産が許可しとるということに矛盾を感

じるし、おかしいんじゃないかと思うんだけ

どね。幾つもあるはずぞ。 

 

○前川收委員 それは私はまだ知らないんで

すけれども、多分経産省が許可しますという

許可の背景には、関係法令をクリアすること

が前提になって、関係法令をクリアしている

ことで買ったならば運用していいですよとい

う条件つきか何かになっているんじゃないで

すか。 

 ですから、もともとその関係法令、つまり

農振法とか農地何とか法とか、そういうもの

がクリアできない状況であれば、自然に流れ

てしまうということでしょう。許可は属地で

しょう。要するに、どこでもいい、あなたに

じゃなくて、ここの場所にやるということに

対する許可ですから、多分許可は、その場所

でやれないということになったら、もう白紙

になってしまうという前提じゃないんです

か。 

 

○船越農地・農業振興課長 詳しく書いてな

いんですけれども、先ほど言いましたとお

り、農地法と農振法とか、都市計画法です

か、それ以外にもいろんな法律がございま

す。砂防法の指定地とか、崖崩れと崖地と

か。そういったことも当然ですけれども、後

の公法に触れない範囲で一応許可ということ

だと思います。 

 近よくありますのは、若干場所をずらす

とか、こういったことがございます。例え

ば、２種農地のちっちゃな太陽光発電とかで

すね。一番多いのが、この大和田のこの辺に

どんと来て、非常に私たちも後で苦労すると

いうパターンが多うございます。おっしゃっ

たとおりでございます。そういった公法は、

一応クリアすることを前提の接続認可という

ことだと思います。 

 

○前川收委員 ということは、その権利その

ものが、要するに土地が動かない限りは、権

利が動くことはあっても、何も――結局、同

じことでしょう、できぬことはできぬという

ことでしょう。土地の属地で、この場所、ど

こどこの何々という番地に対して、ここに対

しての許可だということで、申請者に対する

許可じゃないわけでしょうから。 

 

○村上寅美委員 そうだけど、一応そういう

ところ、県のそういうのをクリアしていない

けど受理をしていると。受理をしている証明

書があるわけよ。これはコピーをもらってき
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たけん。だから、自分はやめるから、誰か世

話してくれんですかと…… 

 

○前川收委員 それはちょっと…… 

 

○村上寅美委員 いやいや、そういうのが来

たから俺は問題視しとるわけたい、ここで。 

 

○田代国広委員長 この件は、実は私の大津

町でもあっています。 

 

○村上寅美委員 幾つかあるはずよ、これ

は。 

 

○前川收委員 もうブローカー的な人が存在

しとる。 

 

○田代国広委員長 農地の転用はできるばっ

てん、なかなか進まないものだから、玉東の

方が土地を買っていた、既に大津町の土地

を。そこに太陽光発電をするということで申

請してしよるとに、経産省とかに許可をもら

ったんですけれども、俺が農業委員会でそれ

がなかなか通らないということで相談を受け

まして、現地なんかを皆さんで見て、結果的

にできるようになって今やっていますけれど

も、そういったふうで転用する以前にその許

可はおりるんですよね。 

 

○村上寅美委員 そういう現実があるという

ことをあなたたちは認識して、そうしないと

無駄になるしね、どっちにしたってでけぬと

だから。今課長が言うように、できぬわけだ

から。それを受理しとるもんだから。 

 それともう一つは、今度は逆で、要する

に、原野はもう山林ですよ、山ですよ。これ

は別の問題。原野は山だけど、それは農振が

かかっとるわけたい。畑地なものだから、地

番はね。畑地だけど、原野はもう山たい、現

状は。だから、あえてわざと今植わしたんじ

ゃなくて、もう30年も40年も放置しとるもん

だから山になっとる。しかし、畑地なんで

す、当時開墾しとるから。原野はそうなって

いるから、これはもう今の現地が農地という

ことはわかるけど、こういうのは緩和できな

いの。もう農地にならぬとよ。 

 

○船越農地・農業振興課長 委員おっしゃる

とおりで、例えば、昔――戦後すぐですけれ

ども、開拓のために公共投資があったとか、

畜産振興の時代に公共投資があったところ、

ところが、もうどうしても回復できないとこ

ろあたりについては、非農地化という制度が

ございまして、多分農地に返らぬだろうとい

うところは、農地でなくすることを今進めて

おります、農業委員会のほうでは。 

 そのことが１つと、そういった耕作放棄地

について、もうちょっと太陽光発電について

柔軟に緩和できないかということで、再三政

府のほうに要望しております。各県からもそ

うなっているようでございますけれども、こ

の両刀立てで当面今やっているところです。 

 

○村上寅美委員 でくっとね、でけんとね。 

 

○船越農地・農業振興課長 県の判断、まあ

どっちかというと全国的な判断でございま

す。例えば、いろんな熊本県の原野みたいな

ところは全国的にありまして、うちの県だけ

というのはなかなか厳しいというのはありま

す。 

 

○村上寅美委員 だから、そうであるなら、

やっぱり全国の議長会とか知事会とか、そし

て、その辺は、例えばそういうところに関す

る権限は都道府県におろすとか、そういう執

行部としての対策を打てば、議会でも動ける

わけよね。 

 もうちょっと言うならば、そういう山林で

も何でも事務次官通達と聞いたけど、それは
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農地とみなすと、牧場でも何でも。附帯条件

がついとるでしょう、あれは。あなたからも

ろたばってんね。農地とみなすと、わざわ

ざ。農地でないところを。こういうのは緩和

してくれとか、いろいろやらないと、今熊本

は日本一をやろうといろいろ言っとるけど、

あんまりないだろう、場所は。あるかい。 

 

○船越農地・農業振興課長 非常に大規模な

農地を使って太陽光発電等をする場合に、現

行法の法制が引っかかってきております。と

いうことで、一応農地法…… 

 

○村上寅美委員 だから、その辺を――この

物件でということを僕は言っているわけじゃ

ないんですよ。だから、この辺は、県が推進

しようとするならば、各県そういうのはある

と思うし、特に原子力というのは、やっぱり

これから伸びるはずはないんだから。現在の

ものをどうするかということは推進しても、

新規というのは難しいならば、やっぱり自然

環境のエネルギーに切りかえる中の太陽光と

いうような形を全国的に推進せないかぬ問題

だから、どうしても国のほうがと言うならた

い、国はやっぱり地方が守っとるというよう

な、あなたたちは自負感を持ってやってもら

いたいと思うんだ。議会もしますよ、それ

は。そういうのが非常に多いと思うから。も

ういいです、結構です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○早田順一委員 林業公社のことでお尋ねし

ますけれども、今説明を受けまして、県に対

する借り入れが227億円あるということをお

っしゃったと思いますけれども、これまでの

借り入れの推移、ふえているのか、減ってい

るのか。どうなっているんでしょうか。 

 

○長﨑屋森林整備課長 森林整備課でござい

ますけれども、林業公社の森林につきまして

は、まだ保育途上の森林が多うございますの

で、当面借り入れに依存しなければならない

体質になっておりまして、借り入れはふえて

おりまして、現在の見込みですと、平成29年

が長期の借り入れのピークと見込んでおりま

す。そこからは徐々に減っていくというふう

に見込んでおります。 

 

○早田順一委員 それは幾らぐらいになるん

ですか。 

 

○長﨑屋森林整備課長 平成18年に試算しま

したところによりますと、平成29年がピーク

で、公庫と県合わせまして約309億円がピー

クと見込んでおります。 

 

○早田順一委員 先ほど経営改善に向けた取

り組みということで、これに載っております

けれども、毎年毎年経営改善というのはされ

ていると思いますが、実際、この経営改善で

ある程度借り入れというのは減っていくんで

しょうか。なかなかその単価が厳しいと思い

ますけれども。 

 

○長﨑屋森林整備課長 平成18年の経営改善

の策で、分収割合の見直しと長伐期化という

ことを進めるということでございまして、仮

に、公社が経営している約9,000ヘクタール

の森林がございますが、それが全て長伐期に

移行し、また、分収割合の変更がなされたと

いうふうにすれば、平成96年には収支均衡と

いう、借り入れゼロということが達成できる

というふうに見込んでおりまして、現在それ

に向けて経営改善をしていると…… 

 

○村上寅美委員 幾ら。 

 

○長﨑屋森林整備課長 96年。 
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○早田順一委員 平成96年って、平成もどこ

まで続くかわかりませんけれども、物すごい

スパンでの考え方と思いますけれども、抜本

的に木材の単価が上がらないと、やっぱりな

かなか改善しないと思います。今、円安にな

ってきて、外材を使うよりも国産材というこ

とに少しずつは切りかわっていると思います

けれども、やっぱり根本的に使うほうの単価

を上げる工面をぜひしていただきたいと思う

し、公共工事あたりも、結構熊本県は木材を

使ってもらっていますけれども、やはりその

ときの単価ですよね。単価の設定なんかをあ

る程度決めて、高い価格で買い取るような形

にもっていかないと、なかなか厳しいんじゃ

ないかなというふうに、まあ公共事業だけで

はもちろん厳しいかと思いますけれども、少

しずつでも改善して、例えば１億円の物件を

建てるとするならば、木材でするなら１億2,

000万ぐらいになるとするなら、例えば規模

を縮小してでも木材を使うような、積極的に

使っていかないと、なかなかやっぱりこの借

り入れというのは減っていかないというふう

に思います。 

 この支払い利息で１億3,600万出ています

けれども、これは県じゃなくて、もう１カ所

の利息なんでしょう。 

 

○長﨑屋森林整備課長 はい、さようでござ

います。 

 

○早田順一委員 それは、県に負担をかける

わけにいきませんけれども、県のほうは利息

はないんですよね。そちらのほうに少しずつ

は、利息を減らすためにするというのは難し

いんですかね。 

 

○長﨑屋森林整備課長 委員御指摘のとお

り、利息は政策金融公庫から過去に借りた分

の利息でございまして、これは全国的な問題

でございますけれども、公社を抱える県と連

携しまして、例えば政策金融公庫の支払い利

息に係ります軽減措置でありますとか、そう

いったものについては国に要望しておりまし

て、現実的に県から――県は無利子でござい

ますけれども、結局公庫に返済するものを県

から借りかえているというふうに言ってもい

いと思いますけれども、そういうことにし

て、実質的に公社が負担している利子を県が

実質借りかえて負担しているというふうにも

言えると思いますが、いずれにいたしまして

も、この借りかえとか利息の問題につきまし

ては、今後とも国等に対して要望をしていき

たいというふうに思っております。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○吉永和世委員 借入金収入と書いてあるん

ですけれども、表現方法がですね。収入とい

う表現はちょっとおかしいんじゃないかと思

ってですね。借入金は借入金でいいと思うん

ですが、借入金収入という表現がちょっと何

かいまいちかなと思って。そこら辺ははっき

り借入金で表現したほうがわかりやすいのか

なというふうに思うんですけれども、そこら

辺はどうなんですか。 

 

○長﨑屋森林整備課長 委員の御指摘もよく

わかりますので、ちょっと表現部分について

は御検討させていただきたいと思います。 

 

○吉永和世委員 先ほど生乳の話があったん

ですけれども、全体の生乳量と、その中で廃

棄されている部分、製品にならない部分とい

う、全体量の中の割合というのはわかります

か。 

 

○矢野畜産課長 県内で生産されます生乳と

いいますのは、年間約24万トンございますけ

れども、その中で、例えば廃棄するという形

はございません、今現在は。年によって、牛
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乳が余ったときに、以前ちょっとございまし

たけれども、廃棄するという形のやつはござ

いません。 

 

○吉永和世委員 要は、乳牛のお乳の炎症と

か起こったときとか、そういったときに抗生

物質とか何か投与したときに、結局それが製

品にできないという状態があると聞いたんで

すけれども、そういったやつは廃棄するしか

ないような状況なんですかね。 

 

○矢野畜産課長 乳牛がお乳を出します場合

に、たまに乳房炎という病気で出荷できない

ような牛乳もございます。それからもう１

つ、委員がおっしゃいましたように、抗生物

質を打って、それが出る間は出せないと。基

本的には出荷停止になっているんですけれど

も、そういうものについては基本的に出せな

いような形になっていますので、その辺の検

査も実は行っております。ただ、どの程度と

いうのは、ちょっと今のところ数字は把握で

きておりません。申しわけございません。 

 

○吉永和世委員 廃棄している部分もあると

いうことですよね。出荷できない分は、要は

廃棄しているわけでしょう、結局。というこ

とは、100％製品にはなっていない現実があ

る。その廃棄する割合はわかっていらっしゃ

らないということですよね。 

 

○矢野畜産課長 数字的にちょっと押さえて

ございません。申しわけございません。 

 

○田代国広委員長 俺が答えようか。 

 畜産酪農家が、例えば廃棄せなんような理

由は、抗生物質を入れた場合たい。入れた

ら、そのお乳は自分で搾って捨てるわけです

よ。合乳したならば、今度は全体に回ってい

って、そのローリー１つとかを廃棄せなんご

つなるけん。毎日検査しよる。必ずタンクの

乳倉から乳を持っていくときには、サンプル

をとって、それで誰のが入っとるかわかるわ

けたい、もしもそれを入れたなら。これは、

自分が間違ってその乳牛の抗生物質を搾った

乳を入れたりするたい。出荷した場合、その

サンプルを持っていっとるけん、このローリ

ーはあそこのから、田代のから出たけん廃棄

というふうになってくると、その負担を農家

がせなんごつなると大変だけん…… 

 

○村上寅美委員 それはどのくらいあっと、

率は。 

 

○田代国広委員長 それは大したことはな

か。 

 

○村上寅美委員 個人差はあろうばってん。 

 

○田代国広委員長 その量はちょっとつかめ

ぬばってんが、出荷の25万トンは、それは全

部…… 

 

○前川收委員 表には余り出らぬけんね。 

 

○村上寅美委員 余ることはなかということ

たいね。 

 

○田代国広委員長 そういうのは出せないけ

ん。 

 

○吉永和世委員 そういった現実があるとい

う状況だけはやっぱり把握した中で、その基

準ですよね。要は生乳の基準、その基準を変

えられるならば、その部分が製品となり得る

可能性もあるのかなというふうに思うもの

で、そこら辺の基準の変更というのは、県で

単独でできる話ではないと思うんですけれど

も、そこら辺のある意味検討というか、実態

調査というか、何かちょっとやっていただい

て、廃棄するものがすごく多かったらもった
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いない話なので、そこら辺もちょっと把握し

ていただけるならなと。 

 

○田代国広委員長 基準の緩和は無理でしょ

う。それは食の安全という観点からして、や

っぱりそれはちょっと無理だろうけん。 

 

○前川收委員 成分無調整とかが売れるとか

いう話だけん。昔は、水入れて、水増しし

て、それがばれて全部パアになったとかあり

ましたよ。 

 

○吉永和世委員 例えば、飲むやつじゃなく

て、違う方向への用途とか何かあるならば、

非常に助かる話なので……(発言する者あり)

生産者からすると、ある意味その辺も非常に

大きな問題らしいので…… 

 

○田代国広委員長 家庭では、その乳を沸か

して牛乳豆腐なんかつくるとですよ。そし

て、自分ところの…… 

 

○吉永和世委員 だから、そういう製品にな

るんだったらですよ……(発言する者あり) 

 

○矢野畜産課長 出荷できない牛乳といいま

すのは、先ほど委員長もおっしゃいましたよ

うに、抗生物質が入っているとか、そういっ

たものについては、ほかの用途に使うのも非

常に難しいかなというふうに思います。 

 ただ、お産をした後３日間か４日間、これ

についてはアルコール不安定乳ということで

出荷できないものでございます。これについ

ては、例えば子牛の哺乳ですとか、あるいは

非常に成分が濃いものですから、先ほどお話

に出ました牛乳豆腐とかをつくることは可能

でございます。それについては、酪農家がつ

くるあるいは近くの好きな人にそれを分けて

あげるとか、そういう形で酪農家の中では活

用をされてございます。ただ、食品衛生法

上、抗生物質が入ったようなやつが市場に出

回るのは非常にまずいので、それについては

やっぱり処理するしかないのかなというふう

に思っております。 

 

○村上寅美委員 牛乳でつくったやつは市販

できないということ、牛乳豆腐は。 

 

○矢野畜産課長 乳牛がお産をして、それか

ら約…… 

 

○村上寅美委員 お産も何も、今牛乳豆腐と

委員長が言うたけん、だけん、それはつくっ

たつは食うとだろうけん。それは市販はだめ

ということかね。わからぬか、あなたはそこ

まで。 

 

○吉永和世委員 販売はできないんですかと

いう話。このつくった豆腐。 

 

○矢野畜産課長 先ほど言いましたように、

お産して４日間ぐらいの牛乳については、基

本的に出荷はできないことになっています。

これについては、非常に牛乳の成分が不安定

になるものですから、それについて活用する

とすれば、牛乳豆腐という形で酪農家がつく

るあるいは近くの好きな方がそれをもらいに

くるとか、そういう活用はいろいろできるか

と思います。 

 

○吉永和世委員 抗生物質が入っている分

は、もう何も使用ができないというふうに思

っていていいわけですか。 

 

○矢野畜産課長 抗生物質が入っているもの

が万が一出回ると非常にまずいものですか

ら、基本的にはそれは廃棄という形になるか

と思います。(発言する者あり)抗生物質が入

ったものについては、ほかには活用はできな

いというふうに思っております。 
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○吉永和世委員 副委員長が一般質問されま

したが、鳥獣被害ですか、いろいろ方法はあ

るんでしょうけれども、地域によってはイノ

シシだけとか、鹿だけとか、あるいは両方と

か、あるいはまた違うものが来たりとか、い

ろいろ現場によって違うと思うんですけれど

も、そういった状況を県が把握する一つの手

段として、どういった形で今把握されている

のかなと思うんですけれども。 

 

○潮崎むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 鳥獣の被害につきましては、１つは、市町

村ごとに対策を講じる協議会というのを一応

全市町村でつくっていただいておりまして、

そこが、現場でのそういう被害の状況調査で

あるとか、被害の対策をどういうぐあいにす

るかとか計画をつくったり、実際いろんな対

策を講じたりという主力部隊になっておりま

すので、委員おっしゃったように、地域によ

っていろいろとその被害の状況が違います

し、イノシシが多いところ、鹿が多いとこ

ろ、猿が多いところ、それぞれに応じていろ

いろ対策を講じているというのが状況です。 

 

○吉永和世委員 地元がしっかりと把握して

いない中での対応というのは、全く意味がな

いような感じになってしまいますよね。要は

イノシシが出てくるところに鹿の対策をした

って何も意味がないわけなんでしょうから。

しかし、そういった現実があっているような

感じでもあるので、だから、本当に現場を確

認するというのは非常に大事なのかなという

ふうに思うんですよね。 

 だから、そういった協議会に任せるだけじ

ゃなくて、やっぱり実際金を出すのは県なの

でしょうから、そこら辺のきちっとした状況

を把握した中で対応いただくというのが非常

に費用対効果にとってもあるのかなというふ

うに思うので、そこら辺はぜひお願いしたい

と思うんですが。 

 

○潮崎むらづくり課長 委員おっしゃるとお

りでございます。何も市町村の協議会にばか

り任せているということじゃございません

で、日ごろから、特に振興局の普及の職員と

か現場に入る中で、いろんな地元の農家の方

たちといろいろ意見交換する、情報収集する

中で、そういった情報も県のほうに仕入れて

いただきますし、市町村のほうからあるいは

地元の県民の方からもたまに電話とかで情報

が入ったりいたします。 

 もちろん地元の状況に応じた対策を講じな

ければなりませんので、そういったときには

地元に入り込んで、場合によっては専門家も

アドバイザーとして派遣をして入れたりし

て、地元の皆さんで、みんなで鳥獣の被害に

遭わないような、いわゆる集落づくりといい

ますか、そういう取り組みをしようじゃない

かというようなことから、ずっと具体的な対

策に入るようにしていますので、余りイノシ

シばかりのところに鹿の対策を講じるとか、

そういう心配はないというふうに思っていま

す。 

 

○吉永和世委員 ないようにお願いします。

ぜひ現場に入っていただいて、確認した上で

……。 

 

○村上寅美委員 これは、県下全体、天草か

ら人吉、球磨、阿蘇、金峰山もあっとたい。

それで、民家に来て怖い。うちの場合は、イ

ノブタ、イノシカというか、そういうのらし

いけど、2,000ぐらいとるけど、しゅんとも

言わぬていうわけたいね。だから、網を張る

んだろう。網を張るなら、そこはもてても隣

さん行くとだけん、お前たちはこれはちょっ

と考えんかと、張るなら金峰山ば全部張れて

俺は言うわけたいね。自分のところだけ張っ
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たって、それはあれだから。 

 だから、やっぱり猟をする人が年とっとる

らしいな。それで幾らかふえてきたけど、こ

の辺を――たしか免許を取っても、２年か何

かは撃たせぬのだろう。免許取っても、現場

は。それは、協会か何か、経験を積めという

ような……。 

 

○潮崎むらづくり課長 狩猟のほうは、ちょ

っと自然保護課の所管ですので、余り詳しく

は存じてないんですが、２年ぐらいで免許の

更新が必要になってくるということがあっ

て、更新をされるというのが 近高齢化とか

で少なくなってきた、そういう状況にあると

は聞いております。 

 

○村上寅美委員 今の質問は、農業に大変な

被害を与えとる、どこでも。だから、これは

県としての対策を――やっぱりこれはもう射

殺したが一番早かったい。いろいろあれして

もどうしようもないぐらい――年に２～３回

子持つてだもん。何とかならぬか、これは。 

 

○前川收委員 イノシシとか鹿の農業被害だ

けではなくて、林業のほうにも、特に鹿被害

というのはすごい被害が出ておりまして、鹿

ネットとかで、今おっしゃったような囲いで

来ないようにという対策はやっていますが、

これはもうどれだけやっても追いつかないと

いうのが現状で、どんどんふえ過ぎていま

す。 

 これは、自然保護の観点からいけば――我

々からすれば害獣みたいな話ですけれども、

適正量というのを考えれば、今までこれだけ

いなかったのがこれだけふえているというこ

とからすれば、ある程度大規模に駆除すると

いうことの方向性を出しながら、駆除の仕方

はいろいろ考えて、多分鉄砲で撃ちよったっ

て間に合わぬでしょう。大きなわなか何かを

一斉にやるみたいなということで何か考えな

いと、これはもうイノシシもですけれども、

鹿も、それから猿も出てきていると思います

けれども、これはもうちょっと人間の領域に

入り過ぎてしまっていると思いますので、こ

の農林水産部だけじゃだめですね。自然保護

課との協議も含めて、きちっともう一回対策

をとってほしいんですけれども。 

 

○矢野畜産課長 先ほど村上委員のほうか

ら、免許を取ってから２年はできないという

お話が出ましたけれども、一般の11月とか２

月までの猟期はそういう規制はございません

けれども、猟期を外れてから有害鳥獣駆除っ

て、吉永委員がおっしゃったような、通年を

通じて有害鳥獣で被害を及ぼすやつを駆除す

る制度がございます。それに従事する鉄砲の

方については、経験年数が必要というような

ことで、その方々については、村上委員がお

っしゃった、２年とかいうのを条件づけてい

るところもございますけれども、一般の猟期

ではそういう経験年数はございません。 

 

○村上寅美委員 ちょっとこれは飛びはねた

話かもしらぬけど、これは日本全国だから、

今のうちに――江津湖の台湾なぎ、もうどう

することもできぬと、自衛隊が出動してきれ

いになって、今きれいかでしょうが。だか

ら、全国的なことで、もう自衛隊にお願いす

るしかないかなというような…… 

 

○田代国広委員長 この問題は、先ほどから

あっていますように…… 

 

○村上寅美委員 要望でよか。 

 

○田代国広委員長 当委員会はもとより、他

の委員会とも関連しておりますので、十分横

の連携をとっていただいて、 善の措置を講

じられるように、強くお願いしておきたいと

思います。 
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○村上寅美委員 研究してくれ。次回に答

弁。 

 

○梅本農林水産部長 本当に大事な事柄で、

鳥獣被害、対応策をとっていますけれども、

なかなかせん滅できないというか、今、８億

ぐらいがピークだったのが、５億程度に一応

少しは抑えてきてますけれども、かなりの金

額の被害が出ております。 

 農林水産部が主導して、環境と一緒になっ

てプロジェクトチームをつくってやってはい

るんですけれども、きょう御指摘のように、

県下一斉に、もう少し一段の踏み込んだ取り

組みが必要だという御指摘がありましたの

で、緒方委員からも本会議でも御質問いただ

いておりますけれども、中山間地対策、広域

的にみんなでやるとかあるいはもっと広く取

り組むとか、そういった対策も含めて、少し

踏み込んで検討させていただきたいと思いま

す。 

 

○田代国広委員長 このほかに質疑はありま

せんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第11号から第13号まで一括して

採決したいと思いますが、御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外３件は、原案のとおり

可決することに決定しました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が１件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、荻野農村計画課長から報告をお

願いします。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 その他報告資料に基づきまして、国営川辺

川利水事業の 近の状況につきまして報告さ

せていただきます。 

 本事業につきましては、川辺川から取水す

る既設導水路活用案に対して、一部の地元の

合意が得られず、関係６市町村長は、昨年１

月、この案を断念せざるを得ないという決断

を行われました。このことにより、当初予定

していた安価で安定した水の確保というのが

困難な状況になっております。 

 このような中、本年に入りまして、６市町

村長は、かんがい排水事業を廃止し、農地造

成、区画整理事業は計画変更を行うことで一

致されました。また、あわせて、今後の事業

完了に向けて、真に必要な井戸など、個別水

源の確保を急ぐことで合意されております。 

 国のほうは、この８月末に、地元の働きか

けを受けて、これまで整備した施設の補修や

新たな水源調査を実施するために、３億円の

概算要求を行っております。 

 今後の方針でございますが、本事業につき

ましては、７年ぶりに概算要求を行うなど、
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新しい動きが出てきたということを認識して

おりまして、まず、県といたしましては、こ

の３つの方針について対応していきたいと考

えております。 

 事業主体である国においては、本事業を完

了させていくことが基本だということで、国

に対しては、井戸などによる水の確保や事業

廃止、計画変更の法手続を着実に進められる

よう働きかけていきたいと考えております。 

 また、２つ目に、関係市町村に対しまして

は、地元農家の合意形成が重要となりますの

で、関係農家への説明やコンセンサスづくり

のほうを図っていただきたいと考えておりま

す。 

 その上で、県としましては、法手続の進捗

を確認しながら、地元の要望を踏まえ、県内

の他の土地改良事業と同様に、井戸から農地

までの給水施設等の事業化について検討して

いきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 以上で報告が終了しまし

たので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 川辺川の国営土地改良事業に

ついては、これまでさまざまな経緯がありま

して、今課長からお話があったとおり、そも

そも川辺川土地改良事業を国営でやろうとい

うことの目的は、安くて安定した水を農地、

農家に届けていくこと、それも一日も早くと

いうことも途中には議論としてありましたけ

れども、それを目的として国営事業でやって

きたという経緯がありますが、結果として、

川の水は使えないという結果に今はなった

と。ダムの水も川の水もだと地元の皆さん方

も、おっしゃる人が多いのか少ないのかわか

りませんが、となると、もう井戸を掘るしか

ないんでしょう。 

 井戸を掘ってかんがい用水をするというの

はかなり古いやり方で、 近は余りないです

ね。それじゃだめだから川から水を引きまし

ょうという話が、そもそも川辺川土地改良事

業の始まりなんですよ。井戸を掘ってやると

いうのは昔のやり方で、それじゃ安くもな

い、高い水だし、水そのものも安定しない

と、井戸水だから。だから、川辺川ダム事業

を複合ダムにして、関連事業の中で土地改良

事業もやりましょうという話で始まったとい

うのが原点ですね。これはもう忘れちゃなら

ない原点だと思います。 

 ところが、 後は、その目的はもう果たせ

なくなっているんですね、川の水がとれない

んだから。ダムもだめだ、ダム以外の水で

も、川の水はやらないと地元の方がおっしゃ

っているんですから。 

 

○村上寅美委員 何で。 

 

○前川收委員 この土地改良事業ですよ。 

 

○村上寅美委員 誰がやらぬて言うと。 

 

○前川收委員 地元の皆さんですよ、水利権

があるので。 

 そもそも代替水路案というのが、ダムがで

きなくても川から水がとれる案をつくったん

です。それは、我々県議会が特別委員会まで

つくって、県庁が、結果としてあの事前協議

か何かやって、デッドロックと当時言ってい

ましたけれども、ダム直下案というのを唐突

に当時の何とか部長さんが出して、そして地

元の反発を受けて、国交省も農水省も全くそ

のことを知らずに、大反発を受けて何も動か

なくなったんです。その後、それを打開しよ

うということで――私が委員長でしたよ。川

辺川問題特別委員会という委員会をこの県議

会につくって、その特別委員会の中で、その

現状を打開していこうという話の中で、新た

な水源案を考えてほしいというのを、知事と
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我々県議会と、そして地元の土地改良区の代

表、この皆さん方で全部印鑑をそろえて、そ

してさらに、ダム案でもない、それからダム

直下案でもない、もう一つの案を模索してく

ださいというのを国交省に公式にお願いしま

した。出てきた答えが、このいわゆる既設導

水路案という、チッソの発電所のトンネルを

使って――ダムよりも上流ですから、ダムの

水が乗らなくても、たまらなくても、その水

が乗ってくるという方法をつくって、その案

をつくったんです。それは非常にすばらしい

案だと私は思っていました。まあ、一番いい

案はダム案なんですけれども、簡単に言え

ば。でも、ダムはだめだと言うから、じゃあ

そうしましょうという話になって、そうなっ

たわけですよ。 

 ところが、その水を飲むための水利権を、

下流の同じ土地改良区の中にいらっしゃる地

域の――相良ですけれども、そこの土地改良

区が水利権はやらないとおっしゃるから、こ

こは水が飲めないわけですよ。 

 つまり、仲間というかな、同じ土地改良事

業をやろうとしている地域の中で水利権を主

張されて――ちゃんと法定水利権に変えれ

ば、水は――どこでも今やっていますよ。慣

行水利権から法定水利権に変えていきなが

ら、水をちゃんと担保します。それは、もと

もとゼロになるわけじゃないわけですから。

それはどこでも今やっているのに、そこが反

対して、結果としてこの既設導水路案という

ものが、今ここに書いてあるとおり、断念に

なったわけですよ。できなくなったんです。

できないということを、地元が結果として結

論づけられたんですね。 

 ということは――済みません、前置きが長

くなったんですけれども、ということは、そ

もそも国営事業の目的であった安くて安定し

た水を農家に届けるという目的では、もうで

きないということは御認識なさっています

か、県としては。 

 

○荻野農村計画課長 農村計画課です。 

 前川委員おっしゃるとおりでございまし

て、本事業は、そういう意味でかんがい排水

と面整備で農地造成、区画整理というような

形なんですが、農地造成と区画整理のほうは

ある程度できましたが、かんがい排水につい

ては、おっしゃるとおり、もう廃止というこ

とですので、安くて安定した水の確保という

のは、当初予定どおりには全くできないとい

うことになります。ということで認識してお

ります。 

 

○前川收委員 となると、国営事業で残って

いる部分の農地造成、区画整理、それが果た

して生きるのかなと。要するに、水がないの

に区画整理だけやるとか、それから農地造成

もやっていくと。この要するにかんがい排水

と農地造成と区画整理事業というのは、私の

経験上、菊池台地でやってきました、同じこ

とを。これはセットなんです。要するに、農

地の基盤をつくって――ちゃんと水があるか

ら基盤をつくるんですね。造成もするわけで

すよ。それは、菊池台地では、竜門ダムから

水が来ることを前提に、その水が来ることを

前提とした区画整理とか基盤整備をやるとい

うことが、今菊池台地でやられていることな

んですけれども、かんがい排水がだめなのに

造成だけをやるということは、大丈夫なんで

すか、それで。 

 

○荻野農村計画課長 昨年４月から、国、

県、市町村から成る、土地改良区から成る行

政連絡会議というのをやってきておりまし

て、それの中で、この１年かけまして、国営

造成農地で水が要る、要らないとかのアンケ

ートとか、地元の集落座談会というのも開い

てきました。 

 その中で、場所によっては、飼料作物を中

心につくるので水は要らないという地区もあ
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りますし、地区によっては水が要るというと

ころがあります。水が要るというところにつ

きまして、今井戸を掘るということになって

いるんですが、これは来年度から国のほうで

本格的に調査をして、実際維持管理費が幾ら

になるかというのがはっきりまだ試算ができ

ていないんですが、その維持管理費次第でま

た農家の方もどうされるかというのが決まっ

ていくというような、そういうプロセスにな

るかと考えております。 

 

○前川收委員 そこの農林計画課長さんもか

わりながら、国からお見えになって、かわり

ながらいろんな経緯を歴代見てこられて、結

果として、ここまでなったら、私は一回整理

をしなきゃいけないと思っています。 

 というのは、国営事業でこれまでやってき

た中で、これでも国営ですか、これでも国営

ですかが２回ぐらいありましたね。要する

に、受益面積がどんどん減っていく。結局、

これは地元ですよ。地元がまとまっていな

い。地元のやっぱり意思疎通がきちっとでき

ていない、はっきり言って。それは菊池台地

だって、市町村をわたってやっているけれど

も、それはみんながそれぞれ痛みも含めて、

お互いでお互いのためにやりましょうと言っ

てやってきた事業ですよ。それができていな

いのに、もう今さら国営でどうこうってやっ

たほうがいいのか、私はもうやめたがいいと

思っていますよ、正直に。 

 これは県も負担金を出すんでしょう。だか

ら、もうちょっと精査をしてもらって、県が

これまで、要するに一生懸命国も県もやりま

しょう、やりましょう、やりましょうってや

ってきたのを、地元が、結果としてやれませ

ん、やれません、やれませんと言っていたの

が、ずっと長い歴史のスパンで見れば、簡単

に言えばそういうことですよ。だったら、そ

ういう事業を押しつける必要はないんじゃな

いですか。もう廃止したほうが早いと思いま

すよ。 

 私は、既設導水路案が厳しいとなったとき

だって、早く廃止の手続をやれればと、やっ

たほうがいいと。住民の意思の確認をしてい

かないと、途中でこんなに変わっているの

に、要するに賛否を問う、いわゆる廃止手続

とか計画変更手続というのは随分やっていな

いと思いますけれども、いつからやっていま

せん、どの計画段階から。 

 既設導水路案に変わったときだって、変更

手続はやってないですよね。土地改良法に基

づく変更手続はやってないんですよ。そもそ

も変更手続は、 初のときの手続のままじゃ

ないんですか。だから、受益面積は、 初は

たいぎゃ太かったですよね。5,000とか6,000

だったですね。それが 終的に1,100とかに

なって、今どれだけになっているのかわから

ないんですけれども、そういうやっぱり法手

続を踏みながら私はやるべきだと思いますけ

れどもね。 

 

○村上寅美委員 受益面積は、人吉、球磨、

大体総体はどれくらいあるんですか。相当…

… 

 

○前川收委員 初に始まった段階と――済

みません、だんだん減っているんですよ、今

は。 

 

○大石農村振興局長 今のお話ですけれど

も、国営かんがい排水事業は、当初3,500ヘ

クタールの面積で計画をしておりました。た

だ、受益面積、要は農地造成とか区画整理の

面積が減少したのもありまして、一回計画変

更をしまして、3,010ヘクタールで計画変更

を行っております。その計画変更を行う途中

で、そういう手続に対しての異議申し立てが

ございまして、結果的に今に至っておりま

す。途中段階では、事前協議の中でいろいろ

協議する中で、受益面積を1,200ぐらいに縮
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小するという案も出しまして、事前協議で諮

って合意は得ていたところでございます。 

 先ほどお話にありました農地造成、区画整

理の話でございますけれども、もともと国の

ほうで――農地造成というのは、山林を造成

して農地、畑地をつくるというのと、区画整

理は、それに隣接します水田をあわせて区画

整理をするということでございます。農地造

成と区画整理につきましては、国のほうで事

業をやっております、末端はですね。それに

プラスかんがい排水ということで３つの工事

がございますけれども、水が来ないという状

況の中で、農地造成と区画整理につきまして

は国営で整備をやってきた。ただ、水が確保

できないので、暫定的に井戸を掘りまして、

暫定水源を確保して農地造成した農地には水

を使っていただいていたという状況でござい

ます。 

 そういう中で、長い年数がたっております

ので、既に井戸を確保した農地造成地につき

ましても、施設が老朽化したり、水が足らな

いという農家もございますので、そういうと

ころの整備を今回農地造成、区画整理でやっ

ていくと。ですから、新たな面整備をすると

いう話ではなくて、そういう完了整備をやっ

ていくというのが一つでございます。 

 あとは、井戸水でもいいから水源を確保し

たいという農家があれば、大規模な、安定し

た水の確保はできませんけれども、井戸で対

応できる部分については、国に調査していた

だいて、水源の確保をしていきたいというふ

うに思っているところでございます。 

 

○前川收委員 理由はわかっていますけれど

も、そもそも暫定水源ということで始めた水

源が、もう暫定じゃなくて、それが固定化さ

れるわけですね。なぜ暫定かというと、それ

は安くて安定した水じゃないから暫定なんで

すね。要するに、川から水を持ってくる、ダ

ムだろうがどこだろうが、それが安くて安定

した水だと。それはもうできないということ

を地元市町村長も、はっきりできない、断念

したとおっしゃっているわけです。 

 ですから、3,500ヘクタールから始まった

やつが、1,050か何かになっていますね。そ

の間、途中でいろいろ異議申し立てとかあっ

たとおっしゃったけれども、一回もきちっと

した土地改良法に基づく変更手続もやってな

いじゃないですか。やってないんですよ。

私、わかっていますよ。 

 今度、 終的にこれで完了しますという前

に、完了計画ぐらいきちっとつくって、それ

で3,500から始まっているその受益者の皆さ

ん方に、完了手続に伴う変更手続、土地改良

法に基づく変更手続ぐらいやらないと、途中

で何かもう、要するに変更手続をせずに変え

て、変えて、変えてくるものだから、変えた

らすぐまた不満が出るわけですね、根拠がな

いものですから。住民に根拠というのが見え

ないんです。 

 それは首長さんはかわりますよ、４年に１

回。かわらない人もいるけれども、かわって

いますよ。あのころから見ると随分かわっ

た。その時々の首長の意思なんかで変わって

いくわけですよ。そうじゃなくて、土地改良

法に基づいてきちっと――やっぱり大変だと

思いますよ。でも、いつかはやらなきゃいけ

ないことですから、それをきちっとやった上

で計画をつくってもらわないと、ただ、変

更、変更、変更で、何かもういつまでもそう

いうことを重ねていくことについては私は反

対です。 

 

○大石農村振興局長 今回国のほうが３億円

の概算要求をしていますけれども、その中で

も、手続としては、かんがい排水事業につき

ましては廃止の法手続をする、農地造成と区

画整理につきましては計画変更の手続をする

ということで受益者から同意をとりまして、

３分の２の同意を経た上でそういう法手続を
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終わらせるということで、今作業を進めてい

るところです。 

 

○前川收委員 法手続が終わるまで事業はし

ませんね。変更手続が終わってやるべきでし

ょう、普通は。 

 

○大石農村振興局長 水を今使っておられる

農家がおられます。ですから、農地造成地に

ついて、追加した水の確保につきましても―

―暫定的に水を確保する必要がございますの

で、そういうところは早目に手当てしたいと

思っていますけれども、新たに水を使って、

例えば畑地の水の確保をやって、そこに末端

まで整備をするような事業につきましては、

手続がある程度めどが立たないとできないと

いうふうには思っております。 

 

○前川收委員 今ある暫定井戸の老朽化に伴

う修理、簡単に言えば維持、補修、それだけ

ですね。それ以外については、法手続が終わ

らないとやらないでくださいよ。じゃない

と、また法手続をやりよる途中で、また事業

をやっていきながら――今までの繰り返しじ

ゃそうなんですよ。この７年間とまりました

けれども、法手続が終わらずに次の事業、次

の方法、次の方法とやるものだから、住民の

意思が確認できていないんです、法律上の意

思が。 

 もともとこの法律上の意思というのも、そ

もそも論でいけば、裁判で負けたというやつ

もありますけれども、やっぱり一回きちっと

土地改良法上に基づく住民の３分の２の、３

分の２だったか、60％以上か…… 

 

○荻野農村計画課長 ３分の２です。 

 

○前川收委員 ３分の２以上の同意があって

こそ事業は全部できるわけです。これだけ事

業がそもそも論で変わってしまっているの

を、法手続なしで先に進めるというのは、私

は反対です。 

 以上。 

 

○荻野農村計画課長 こちらのほうとして

も、同じ考えでございます。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かございませんか。 

 

○西聖一委員 10月26、27日に海づくり大会

が開催されて、天皇陛下が――２回目ですか

ね、農業公園にもお越しいただくという話も

聞いていますが、きょうは、そういう関係で

何か報告があるのかなと思っておりました

が、何もないので、やっぱりせめて常任委員

会の私たちには、ある程度の直近の状況を教

えていただきたいなと思います。特に、何か

農水省の職員は、８割、９割もう動員がかか

ってやっているという話も聞いてますので、

そこら辺のことを詳しくお願いいたします。 

 

○平山全国豊かな海づくり大会推進課長 海

づくり大会推進課平山でございます。 

 ちょうど今、各出席者の方々への御案内の

文書、 終的な招待状が配付されている時期

でございます。１～２日中には、皆様方のお

手元に御案内状が届くと思います。 

 26日、27日、先日、記者会見で、天皇皇后

両陛下の御臨席の決定の御報告をしたところ

でございますが、26日の歓迎レセプションに

つきましては、県議会議員の皆様方に御出席

いただいて、天皇皇后両陛下御臨席での歓迎

レセプションに御参加いただきたいと思って

おります。 

 大会当日でございます27日につきまして

は、各会派への御案内の考え方を説明させて
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いただいたところでございますけれども、県

北、県央、それから天草におられる県議会議

員の皆様につきましては、県立劇場でござい

ます式典行事への御参加を御案内差し上げて

おります。 

 当日午後からは、熊本港での放流もござい

ます。有明海を代表した熊本港での御放流が

ございますので、式典行事に御参加の皆様に

つきましては、お時間ございましたら、熊本

港の有明海への放流行事にも御参加いただけ

ればということで御案内を差し上げていると

ころでございます。 

 それと、県南と県央の宇城地区の皆様方に

つきましては、エコパーク水俣でございます

海上歓迎放流行事への御案内を差し上げてい

るところでございます。 

 それぞれのお住まいの地域によりまして、

天皇皇后両陛下の御臨席もございます式典行

事、あるいはエコパーク水俣でございます海

上歓迎放流行事への御参加をお願いしている

ところでございます。 

 それと同時に、牛深漁港で放流行事を行い

ますので、天草地域の皆様方につきまして

は、大変距離がございますけれども、式典行

事に御参加いただいた後、牛深漁港への御移

動ということで、牛深漁港海上での放流行事

に御参加をいただきたいということで御案内

差し上げております。近日中に招待状が届き

ますので、御参加のほうよろしくお願いした

いと思います。 

 以上でございます。 

 

○西聖一委員 スケジュール、そういうのは

よく承知しているつもりですけれども、例え

ば、農林水産部としては、万全の態勢で職員

の９割も充てていますとか、それから、来ち

ゃいかぬけれども、台風が来る可能性もある

ので、何か懸案事項としてこういうのがある

という、そういうのを我々に情報をいただき

たいなと思うんですけれども。 

 

○鎌賀水産局長 水産局でございます。 

 実行委員会の事務局も兼ねてやっておりま

すけれども、現在の準備状況といたしまして

は、９月15日に県立劇場でリハーサルを全て

通しでやって、あと23日に水俣会場のほうで

も全てのリハーサルを行って準備をしている

ところでございます。 

 それで、またその前には、宮内庁のほうか

らの現地調査もございまして、天皇皇后両陛

下の動きあるいは御視察予定の場所にも行き

まして、動線の確認ですとか、そういったこ

とをやっております。 

 現在のところ、天皇皇后両陛下の動線につ

きましては、宮内庁からの指示を受けて修正

をして、それを今後宮内庁に報告するという

ふうな段取りでございますし、大会のほうに

つきましては、リハーサルの結果、細々とし

た修正点あるいはまだ練習不足のところがご

ざいましたけれども、招待者の皆さんの受け

入れのマニュアルなんかも現在修正をかけな

がら、あるいは出演者の皆様方については、

こういったところをもう少し練習いただいた

りとか、そういったところを今事務局のほう

で手配してやっているところでございます。 

 また、今週、牛深と熊本会場につきまして

は、我々事務局のほうからも参りまして、準

備状況の確認をしているところでございまし

て、細かいところいろいろ修正点があります

し、事務局のほうも非常に忙しい目に遭って

マニュアルの訂正とか何かやっております

が、全体としては予定どおり順調に進んでい

るというふうな準備状況でございます。 

 

○西聖一委員 じゃあ、もう万難を排してよ

ろしくお願いします。 

 

○前川收委員 御苦労さまです。 

 

○村上寅美委員 関連だけど、両陛下は水俣
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のみだろう、現場は、３カ所の中で。 

 

○平山全国豊かな海づくり大会推進課長 天

皇皇后両陛下の御臨席につきましては、26日

の歓迎レセプションへの御臨席、それと、27

日午前中の県立劇場での式典行事への御参加

の後、新幹線で水俣に御移動いただきまし

て、エコパーク水俣で開催されます海上歓迎

放流行事への御臨席という予定になっており

ます。 

 

○村上寅美委員 それでよかばってん、今ご

ろ要らぬこつ言う必要はなかばってん、ヘリ

コプターでおいでになるなら、有明海から牛

深まで海を御視察いただいて水俣におりてい

ただくと、そがん頭は浮かばんだったろうた

い、 初から。今ごろどがんもなるみゃあけ

ど。 

 

○鎌賀水産局長 天草のほうまで行く案は、

船あるいはヘリコプター、飛行機、いろんな

方法を検討しました。それで、こういった大

会の場合は、一度に、天皇皇后両陛下を含め

て、100名以上の人間が動く必要がございま

すので、そういった面で航空機、ヘリコプタ

ーは不可能ということで断念した経緯はござ

います。あと、いろんな陸上からの輸送とい

うのも検討はいたしましたが、例えば牛深ま

で行くというのは現状では非常に困難だとい

うことで、検討を断念した経緯がございま

す。 

 

○村上寅美委員 わかった。困難もわかっと

るし、今からどうすることもできないという

こともわかっとるけど、俺は、牛深とか熊本

港に陛下がお立ちになってくださいという意

味じゃない。せっかくおいでいただくなら、

海をよく見てくださいと、牛深から八代、天

草。海を見ていただくなら、有明海が今どう

いう状況かということも御視察になられれば

非常にありがたいなという気持ちを持っとっ

とだけん。こっち来てもらいたいということ

じゃなくてね。そういうこったい。もうよか

よか、頑張りよるなら。事故がないように。 

 

○早田順一委員 けさの新聞に、農地集積、

知事に権限ということで載っておりましたけ

れども、これが臨時国会に提出ということで

ございまして、恐らくその詳しい内容がわか

るのが11月ごろになるんじゃないかなという

ふうに思いますけれども、これが決まれば来

年度からということを聞いていますが、恐ら

く農業公社あたりに任せられて、それから、

その市町村のどっかに、団体やら委託をされ

るというふうに思いますけれども、実際、こ

の期間で間に合うというか、ばたばたになる

んじゃないかなと思っているんですけれど

も、どうですか。 

 

○船越農地・農業振興課長 おっしゃるとお

り、非常に厳しいスケジュールであります。

一応国策として、全国的にやろうということ

で今相当詰めがあっておりまして、来月の後

半ぐらいには法案が一応審議されるであろう

というふうになっております。逆に言います

と、もう来年３月から逆算してどういった準

備ができるかということで、今もうせざるを

得ないという形で県のほうではおります。 

 現実申しますと、非常に産業競争力会議と

か、それと規制改革会議、相当激しい議論が

あっておりまして、まだ右左決まっていない

ようなこともたくさんございます。というこ

とで、絶対間違いない部分からもう準備して

いかないと、非常に厳しい状況ではありま

す。 

 

○早田順一委員 熊本県は、先駆けて農地集

積重点地区ということで取り組みをされてい

ますよね。多分これと連携をされていかれる

というふうには思うんですけれども、やっぱ
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りばたばたやってやっていくと、やはり一番

肝心なのは農地の貸し借りですから、農業が

詳しいだけじゃなくて、やっぱり交渉能力が

ある方がと思うんですよね。だから、その辺

の確保というのを、ぜひ早目にされていたほ

うがいいんじゃないかなということでちょっ

とお聞きしました。 

 

○田代国広委員長 要望。 

 

○早田順一委員 はい、もういいです。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 これで質疑を終了いたし

ます。 

 なければ、以上で本日の議題は全て終了い

たしました。 

 なお、前回の委員会で提案がありました森

林整備促進及び林業等再生基金に関して、委

員会から意見書を提出する件につきまして

は、調整の結果、議員提出として取り扱うこ

とになりましたので、御報告いたします。 

 後に、次の委員会の開催予定について御

連絡いたします。 

 次回は、11月１日の午後１時30分から開催

予定となっています。正式には別途通知いた

しますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。お疲れでした。 

  午前11時59分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 
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